
EU離脱：人事部門の次のステップ
ブレグジットが意味するものと、人事部門が取り組むべき行動
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2016年6月24日、英国の国民投票でEU離脱派が勝利しました。
英国とEUの関係が今後どのような形になるかについては、その大部分がまだ不明ですが、ブレグジットがもたらす実務的な影
響の中でも人事に関する問題は、検討事項の上位にくると予想されます。

メイ首相は、英国は2017年3月29日に正式な離脱交渉を開始しました。この発表を受け、ブレグジットに向けた準備の必要性がい
よいよ高まっています。EU条約第50条が発動され、離脱日までの残り時間は100週間を切りました。これはクリスマス休暇と夏季休
暇をそれぞれ2度ずつ含む日数ですから、残された時間は多くありません。この間に、英国とEUの新しい関係を形作る交渉の進展
を見ながら、人事戦略を準備し、労働力を確保することになります。

市場の現状と次のステップ
下図に示しているのは、人事に関する5つの重要な検討事項と現在の市場の動向*、そこから導き出した、ブレグジットに備えて人事部門が今取るべきアクションです。
今できる主要なアクションを挙げていますが、これらは人事部門が通常の業務を遂行しながら、同時に自社のブレグジット計画を推進する人事戦略を策定し、実施できるよう意図したものです。
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何を意味するか？
• 情勢の不確実性を背景に、金利が低下し、また為替が不安定化。この二要因が組み

合わされてコスト圧力が高まります。
• 一般の従業員コストなど、人事部門にも影響があります。
• ブレグジットにより大幅な変化が起きた場合でも対応できるよう、機動性の高い人事

データと採用システムを整備する必要があります。
何ができるか？
労働力コスト計画の策定
今後2年間は情勢が不透明なため、企業は請負業者の利用増大や雇用関係費用計画の
最適化などの施策と、雇用者としての責任のバランスを取るという大きな圧力にさらされて
います。

何を意味するか？
• ブレグジットが自社の労働力にどの程度影響するかを知るには、従業員の国籍などの

情報が不可欠です。
• 自社の労働力に関して質の高いしっかりとしたデータを持っていれば、考えられるさま

ざまなブレグジットのシナリオに対して、より適切な計画を立て、次に何が起きるかを的
確にモデリングできます。

• 自社の労働力に関するデータを収集していなかったりクレンジングできていなかったり
すると、将来の労働力調達といった意思決定に使える知見が限定されます

何ができるか？
影響を受ける従業員の特定と、必要に応じた人事関連データクレンジング
ブレグジットのタイムスケジュールが明確になったため、その時点で社内にどんな従業員が
いるか、より正確な見通しを立てられるようになりました。離脱交渉の進展もしくはその結論
に合わせて人事戦略や緊急対応計画を策定するにあたり、正確なデータと人事関連コスト
は直接的な影響力を持ちます。

企業の65％は、EU離脱投票の
結果に合わせて新市場を開拓
したり、既存市場重視の方針を
変更したりする予定はありませ
ん。

14％の企業が、英国での就業
を提案した際、ブレグジットを理
由に辞退されたことがあります。
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何を意味するか？
• ブレグジットを理由に投資意思決定を変更しようとしている企業は多くないようですが、EU市場とどのように関われるかについて

は、企業の所在地が影響します。例えば英国は共用の調達拠点や調達基盤を失う可能性がありますし、金融サービスセクター
はパスポート権を喪失する可能性があります。

• 自社の主な能力を他のEU加盟国に移動するために必要な要件や、移動した場合の影響について検討が必要になるでしょう。
何ができるか？
業務に最適な所在地の検討
第50条の発動タイミングが明確になったことで、パスポート権、出入国管理、コストなどが今後どうなるかを勘案して、拠点移動に関
する意思決定を行うべきスケジュールが明確になりました。

何を意味するか？
• 大半の事例で、企業は株主、規制当局、顧客などのステークホルダーよりも従業員と

のコミュニケーションを重視しています。
• 定期的かつ頻繁にコミュニケーションを実施することで毅然とした態度を示すことがで

き、従業員やその他のステークホルダーの信頼を得ることができます。例えば、分から
ないことが多いときでも職場の規律を保ちやすくなりますし、直接影響を受けるかもし
れない従業員にも安心感を持たせることができます。

何ができるか？
コミュニケーションのための戦略・計画の策定
第50条が発令されると、さまざまなステークホルダーから新しい疑問や懸念が次々に提
起されると考えられます。そのためコミュニケーションの一貫性と整合性を確保できるよう、
回答を準備・計画しておく必要があります。

何を意味するか？
• 一般の従業員の中で、英国以外の欧州経済領域出身者もしくはスイス出身者が占め

る割合は小さくありません。在留要件の厳格化が自社事業にどう影響するかを把握す
るために、こうした層への依存度はどのくらいか、ブレグジットに関連する減少率はど
の程度かを明確にしておくべきでしょう。

• 新しい採用要件やビザ手続きにどう対応するか、計画を策定し、準備を整える必要が
あります

何ができるか？
人材調達の概要見極めと、採用戦略の見直し
EU離脱後は低スキル労働者ほど、英国労働市場へのアクセス制限が厳しく、また期間も
短くなることが予想されます。人事部門は、労働力確保に将来どの程度のギャップが生じ
るか、今から明確にしておく必要があります。

優先課題

在住の一般
の従業員と
すでに接触
しました。

https://pwc-spark.com/external-link.jspa?url=http%3A%2F%2Fwww.pwc.com%2Fstructure

	Slide Number 1

